
第６ 注意事項

１ 売却システムに不具合などが生じた場合の対応

(1) 公有財産売却の参加申込み期間中
売却システムに不具合などが生じたために、以下の状態となった場合は公有財産売

却の手続きを中止することがあります。

ア 公有財産売却の参加申込み受付が開始されない場合

イ 公有財産売却の参加申込み受付ができない状態が相当期間継続した場合

ウ 公有財産売却の参加申込み受付が入札開始までに終了しない場合

エ 公有財産売却の参加申込み受付終了時間後になされた公有財産売却の参加申込

みを取り消すことができない場合

(2) 入札期間中
売却システムに不具合などが生じたために、以下の状態となった場合は公有財産売

却の手続きを中止することがあります。

ア 入札の受付が開始されない場合

イ 入札できない状態が相当期間継続した場合

ウ 入札の受付が入札期間終了時刻に終了しない場合

(3) 入札期間終了後
売却システムに不具合などが生じたために、以下の状態となった場合は公有財産売

却の手続きを中止することがあります。

ア 一般競争入札形式において入札期間終了後相当期間経過後も開札ができない場合

イ くじ（自動抽選）が必要な場合で、くじ（自動抽選）が適正に行えない場合

ウ せり売形式において入札終了後相当期間経過後も落札者を決定できない場合

２ 公有財産売却の中止

公有財産売却の参加申込み開始後に公有財産売却を中止することがあります。公有財産

売却の財産の公開中であっても、やむを得ない事情により、公有財産売却を中止することが

あります。

(1) 特定の公有財産売却の特定の売却区分（売却財産の出品区分）の中止時の入札保証金
の返還

特定の公有財産売却の物件の公有財産売却が中止となった場合、当該公有財産売却

の物件について納付された入札保証金は中止後返還します。なお、銀行振込などにより

入札保証金を納付した場合、返還まで中止後１箇月程度要することがあります。

(2) 公有財産売却の中止時の入札保証金の返還
公有財産売却の全体が中止となった場合、入札保証金は中止後返還します。なお、銀

行振込などにより入札保証金を納付した場合、返還まで中止後１箇月程度要すること



があります。

３ 公有財産売却の参加を希望する者、公有財産売却の参加申込者および入札者など（以下

「入札者など」という）に損害などが発生した場合

(1) 公有財産売却が中止になったことにより、入札者などに損害が発生した場合、長野市
は損害の種類・程度にかかわらず責任を負いません。

(2) 売却システムの不具合などにより、入札者などに損害が発生した場合、長野市は損害
の種類・程度にかかわらず責任を負いません。

(3) 入札者などの使用する機器および公有財産売却の参加者などの使用するネットワー
クなどの不備、不調その他の理由により、公有財産売却の参加申込みまたは入札に参加

できない事態が生じた場合においても、長野市は代替手段を提供せず、それに起因して

生じた損害について責任を負いません。

(4) 公有財産売却に参加したことに起因して、入札者などが使用する機器およびネットワ
ークなどに不備、不調などが生じたことにより入札者などに損害が発生した場合、長野

市は損害の種類・程度にかかわらず責任を負いません。

(5) 公有財産売却の参加者などが入札保証金を自己名義（法人の場合は当該法人代表者名
義）のクレジットカードで納付する場合で、クレジットカード決済システムの不備によ

り、入札保証金の納付ができず公有財産売却の参加申込みができないなどの事態が発

生したとき、それに起因して入札者などに生じた損害について、長野市は損害の種類・

程度にかかわらず責任を負いません。

(6) 公有財産売却の参加者などの発信もしくは受信するデータが不正アクセスおよび改
変などを受け、公有財産売却の参加続行が不可能となるなどの被害を受けた場合、その

被害の種類・程度にかかわらず、長野市は責任を負いません。

(7) 公有財産売却の参加者などが、自身のログインIDおよびパスワードなどを紛失もしく
は、ログインIDおよびパスワードなどが第三者に漏えいするなどして被害を受けた場
合、その被害の種類・程度にかかわらず長野市は責任を負いません。

４ 公有財産売却の参加申込み期間および入札期間

公有財産売却の参加申込み期間および入札期間は、売却システム上の公有財産売却の物

件詳細画面に示された期間となります。ただし、システムメンテナンスなどの期間を除きま

す。

５ リンクの制限など

長野市が売却システム上に情報を掲載しているウェブページへのリンクについては、長

野市物件一覧のページ以外のページへの直接のリンクはできません。

また、売却システム上において、長野市が公開している情報（文章、写真、図面など）につ



いて、長野市に無断で転載・転用することは一切できません。

６ システム利用における禁止事項

売却システムの利用にあたり、次に掲げる行為を禁止します。

(1) 売却システムをインターネット公有財産売却の手続き以外の目的で不正に利用する
こと。

(2) 売却システムに不正にアクセスすること。
(3) 売却システムの管理および運営を故意に妨害すること。
(4) 売却システムにウイルスに感染したファイルを故意に送信すること。
(5) 法令もしくは公序良俗に違反する行為またはそのおそれのある行為をすること。
(6) その他売却システムの運用に支障を及ぼす行為またはそのおそれのある行為をする
こと。

７ 準拠法

このガイドラインには、日本法が適用されるものとします。

８ インターネット公有財産売却において使用する通貨、言語、時刻など

(1) インターネット公有財産売却の手続きにおいて使用する通貨
インターネット公有財産売却の手続きにおいて使用する通貨は、日本国通貨に限り、

入札価格などの金額は、日本国通貨により表記しなければならないものとします。

(2) インターネット公有財産売却の手続きにおいて使用する言語
インターネット公有財産売却の手続きにおいて使用する言語は、日本語に限ります。

売却システムにおいて使用する文字は、JIS第１第２水準漢字（JIS（工業標準化法（昭
和24年法律第 185号）第17条第１項の日本工業規格）X0208をいいます）であるため、
不動産登記簿上の表示などと異なることがあります。

(3) インターネット公有財産売却の手続きにおいて使用する時刻
インターネット公有財産売却の手続きにおいて使用する時刻は、日本国の標準時に

よります。

９ 長野市インターネット公有財産売却ガイドラインの改正

長野市は、必要があると認めるときは、このガイドラインを改正することができるも

のとします。

なお、改正を行った場合には、長野市は売却システム上に掲載することにより公表し

ます。改正後のガイドラインは、公表した日以降に売却参加申込みの受付を開始するイ

ンターネット公有財産売却から適用します。

10 その他



官公庁オークションサイトに掲載されている情報で、長野市が掲載したものでない情報

については、長野市インターネット公有財産売却に関係する情報ではありません。

インターネット公有財産売却における個人情報について

行政機関が紀尾井町戦略研究所株式会社の提供する官公庁オークションシステムを利用

して行うインターネット公有財産売却における個人情報の収集主体は行政機関になります。


